
  
  
 
 
 
 

平成 17 年 9 月期  第 3 四半期財務・業績の概況（個別） 
                                                平成 17 年８月 11 日 

上場会社名 株式会社ネットプライス （コード番号：３３２８ 東証マザーズ）

（ＵＲＬ http://www.netprice.co.jp/ ）   

問 合 せ 先      代表者役職・氏名 代表取締役社長兼最高経営責任者 佐藤輝英 
         責任者役職・氏名 取締役兼執行役員経営本部長    新宮浩 

ＴＥＬ：（  03  ）5739 ― 3360      

            
 
１．四半期財務情報の作成等に係る事項 
① 四半期財務諸表の作成基準 ： 中間財務諸表作成基準 
② 最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 
③ 会計監査人の関与 ： 有 
   四半期財務諸表については、東京証券取引所の「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等
に関する規則の取扱い」の別添に定められている「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」
に基づく意見表明のための手続きを受けております。 

 
２．平成 17 年９月期第３四半期財務・業績の概況（平成 16 年 10 月１日～平成 17 年６月 30 日） 
(1) 経営成績の進捗状況 

 売 上 高 営 業 利 益      経 常 利 益      
四半期（当期）
純 利 益      

 百万円   ％ 百万円   ％      百万円  ％ 百万円   ％

17 年９月期第３四半期 7,169 39.7 371 △12.5 361 △14.6 194 △53.8

16 年９月期第３四半期 5,132 － 425 － 422   － 420 －

(参考)16 年９月期 7,249 574 558  497 

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 
 円    銭

17 年９月期第３四半期 1,889 60

16 年９月期第３四半期 13,248 30

(参考)16 年９月期 15,386 59

 （注） 売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。 
 
 
(2) 財政状態の変動状況 

 総 資 産 株 主 資 本      株主資本比率 
１株当たり 
株 主 資 本      

 百万円 百万円 ％ 円    銭

17 年９月期第３四半期 4,459 3,074 68.9 29,825 67

16 年９月期第３四半期 2,482 1,697 68.4 51,669 97

(参考)16 年９月期 3,799 2,875 75.7 83,951 69
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３．平成 17 年９月期の業績予想（平成 16 年 10 月１日～平成 17 年６月 30 日） 

1 株当たり年間配当金 

 売上高 経常利益 当期純利益  

期末 
 

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通     期 9,875 477 250 00 00 00 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   2,431 円 75 銭 

 

 

(注)１．上記の金額には消費税等は含んでおりません。 

２．平成 16 年９月期第３四半期及び平成 17 年 9月期第 3四半期につきましては、株式会社東京証券取引所の定め 

る「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則の取扱い」２.の３（３）別添に定められてい 

る「四半期財務諸表に対する意見表明に係る基準」に基づく監査法人トーマツの手続きを受けております。 

３．業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。予想には

様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれからの予想数値と異なる場合がありますので、この業績

予想に全面的に依拠して投資等の判断を行うことはお差し控え下さい。 

４．平成 16 年８月９日の取締役会において、平成 16 年 11 月 19 日付をもって１株につき３株の割合で株式分割を

行う決議をいたしましたが、１株当たり予想当期純利益は、期首に株式分割が行われたものとして計算してお

ります。 
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４．四半期財務諸表等 

(１)四半期財務諸表     

①四半期貸借対照表   
（単位：千円）

期  別

 

 

科 目

前第３四半期会計期間末 

(平成16年６月30日現在) 

当第３四半期会計期間末 

(平成17年６月30日現在) 

（参考） 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成16年９月30日現在) 

 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金額 構 成 比

（資産の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 資 産   

 １.現 金 及 び 預 金  1,347,184  1,011,005   2,469,429

２.売 掛 金  584,250 851,335  628,638

３.た な 卸 資 産  52,581 120,890  43,713

４.繰 延 税 金 資 産  73,627 23,414  15,158

５.そ の 他  21,781 94,190  31,987

 貸 倒 引 当 金  △1,423 △583  △262

 流 動 資 産 合 計  2,078,001 83.7 2,100,252 47.1  3,188,665 83.9

Ⅱ 固 定 資 産   

(1) 有 形 固 定 資 産 ※1   

 １. 建 物  35,919 54,456  34,580

 ２. 工 具 器 具 備 品  106,074 157,047  150,860

 有 形 固 定 資 産 合 計  141,993 5.7 211,504 4.8  185,441 4.9

(2) 無 形 固 定 資 産  27,552 1.1 142,158 3.2  61,334 1.6

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産   

 １. 投 資 有 価 証 券  86,880 325,270  86,880

 ２. 関 係 会 社 株 式  ― 1,010,796    100,000

 ３. 長 期 性 預 金  ― 281,995      ―

 ４. 繰 延 税 金 資 産  13,209 43,634  13,752

 ５. そ の 他  134,578 343,788  163,254

 投資その他の資産合計  234,668 9.5 2,005,484 44.9  363,886 9.6

 固 定 資 産 合 計  404,215 16.3 2,359,147 52.9  610,662 16.1

 資 産 合 計  2,482,216 100.0 4,459,400 100.0  3,799,328 100.0
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（単位：千円）

期  別

 

 

科 目

前第３四半期会計期間末 

(平成16年６月30日現在) 

当第３四半期会計期間末 

(平成17年６月30日現在) 

（参考） 

前事業年度の要約貸借対照表 

(平成16年９月30日現在) 

 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比

（負債の部）   ％ ％  ％

Ⅰ 流 動 負 債   

  １. 買 掛 金  550,438 884,033  666,616

  ２. 未 払 金  194,030 285,272  208,295

  ３. ポ イ ン ト 引 当 金  ― 10,653  ―

  ４. そ の 他※2  40,079 189,463  48,567

 流 動 負 債 合 計  784,548 31.6 1,369,423 30.7  923,479 24.3

Ⅱ 固 定 負 債   

   １. 預 り 保 証 金      ― 15,547      ―

 固 定 負 債 合 計     ―  ― 15,547 0.4     ―  ―

 負 債 合 計  784,548 31.6 1,384,970 31.1  923,479 24.3

 （資本の部）   

Ⅰ 資 本 金  636,434 25.6 1,114,514 25.0  1,112,434 29.3

Ⅱ 資 本 剰 余 金   

１. 資  本  準  備  金 346,505 973,335 971,255  

 資 本 剰 余 金 合 計  346,505 14.0 973,335 21.8  971,255 25.6

Ⅲ 利 益 剰 余 金   

  １． 第３四半期(当期)未処分利益 714,728 986,580 792,158 

 利 益 剰 余 金 合 計  714,728 28.8 986,580 22.1  792,158 20.8

 資  本  合  計  1,697,668 68.4 3,074,430 68.9  2,875,849 75.7

 負 債 ・ 資 本 合 計  2,482,216 100.0 4,459,400 100.0  3,799,328 100.0
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②四半期損益計算書   
（単位：千円）

期  別

 

 

科 目

前第３四半期会計期間 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年６月30日) 

当第３四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年６月30日) 

（参考） 

前事業年度の要約損益計算書 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日)

 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比

    ％ ％  ％

Ⅰ 売 上 高  5,132,383 100.0 7,169,479 100.0  7,249,489 100.0

Ⅱ 売 上 原 価  3,094,812 60.3 4,221,133 58.9  4,370,558 60.3

 売 上 総 利 益  2,037,571 39.7 2,948,345 41.1  2,878,931 39.7

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ※１  1,612,293 31.4 2,576,423 36.0
 2,304,369 31.8

 営  業  利  益  425,277 8.3 371,922 5.1  574,561 7.9

Ⅳ 営 業 外 収 益※２  2,097 0.0 7,239 0.1  5,216 0.1

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※３  4,618 0.1 18,004 0.2  21,094 0.3

 経  常  利  益  422,756 8.2 361,157 5.0  558,683 7.7

Ⅵ 特 別 損 失※４  21,388 0.4 73,895 1.1  21,388 0.3

 税引前第３四半期(当期)純利益  401,367 7.8 287,262 3.9  537,294 7.4

 法人税、住民税及び事業税 1,718 130,978 2,290 

 法 人 税 等 調 整 額 △20,889 △19,170 0.4 △38,136 92,841 1.3 37,035 39,325 0.5

 第３四半期(当期)純利益  420,538 8.2 194,421 2.6  497,969 6.9

 前 期 繰 越 利 益  294,189 792,158     294,189

 第３四半期(当期)未処分利益  714,728 986,580  792,158
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③第3四半期キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

前第３四半期会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

期  別
 
 
 
科  目 

金 額 

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー   

税 引 前 第 ３ 四 半 期 純 利 益  401,367 

減 価 償 却 費  21,058 

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額  1,423 

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金  △22 

新 株 発 行 費  3,717 

固 定 資 産 除 却 損  11,777 

新 株 引 受 権 戻 入  △210 

売 上 債 権 の 増 加 額  △259,362 

た な 卸 資 産 の 増 加 額  △24,588 

仕 入 債 務 の 増 加 額  172,218 

未 払 金 の 増 加 額  59,248 

未 払 消 費 税 の 増 加 額  7,886 

そ の 他  2,603 

小 計  397,117 

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  5 

法 人 税 等 の 支 払 額  △951 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  396,172 

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー   

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △100,569 

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出  △24,007 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出  △77,280 

貸 付 け に よ る 支 出  △15,500 

敷 金 ・ 保 証 金 の 支 払 に よ る 支 出  △72,351 

敷 金 ・ 保 証 金 の 返 還 に よ る 収 入  30,824 

保 険 積 立 金 の 積 立 に よ る 支 出  － 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △258,884 

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー   

株 式 の 発 行 に よ る 収 入  189,692 

 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー  189,692 

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額  326,979 

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高  1,020,204 

Ⅵ 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の
第 ３ 四 半 期 末 残 高

 1,347,184 
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

期  別 

 

項  目 

前第３四半期会計期間 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年６月30日) 

当第３四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日) 

１.資産の評価基準及び評価方法  (１)有価証券 

     ― 

その他の有価証券 

    時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 

(２)    

― 

(１)有価証券 

子会社株式 

   移動平均法による原価法 

その他の有価証券 

    時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(２)デリバティブ取引 

    時価法 

(１)有価証券 

  子会社株式  

同左 

 その他の有価証券 

時価のないもの 

同左 

(２) 

       ― 

 （３）たな卸資産 

商品、貯蔵品 

 個別法による原価法 

（３）たな卸資産 

商品、貯蔵品 

同左 

(３)たな卸資産 

商品、貯蔵品 

同左 

２.固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

 建    物      15年 

 工具器具備品   5年～10年 

(２)無形固定資産 

  自社利用のソフトウェアにつき 

ましては社内における利用見込可 

能期間(５年)に基づく定額法 

(１)有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

  建        物        15年 

  工具器具備品   5年～15年 

(２)無形固定資産 

同左 

(１)有形固定資産 

 定率法 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建    物     15年 

  工具器具備品   5年～10年 

(２)無形固定資産 

同左 

 

 

３.引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権につきましては、

貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の特定の債権につきましては個

別に回収可能性を勘案して回収不

能見込額を計上しております。 

(２)       

      ― 

(１) 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 (２)ポイント引当金 

 ネットプライス会員の将来のポイント行

使による支出に備えるため、当期に付与し

たポイントに対し利用実績率等に基づき算

出した、翌期以降に利用されると見込まれ

るポイントに対する所要額を計上しており

ます。 

(１)貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 (２)   

       ― 

４.リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

 

 

同左 同左 
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期  別 

 

項  目 

前第３四半期会計期間 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年６月30日) 

当第３四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日) 

５.その他四半期財務諸表(財務諸

表)作成のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 

６.四半期キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 

 

 

手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっ

ております。 
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表示方法の変更 

(貸借対照表関係) 

前第３四半期会計期間において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示していた「関係会社株式」は、総資産の百分の五を超え

ることとなったため、区分表示しております。なお、前３四半期会計期間の「関係会社株式」は 100,000 千円であります。 

 

注記事項 

(四半期貸借対照表関係) 

前第３四半期会計期間末 

(平成16年６月30日現在)       

当第３四半期会計期間末 

(平成17年６月30日現在) 

前事業年度末 

（平成16年９月30日現在） 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

 53,987千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額  

102,058千円 

※１  有形固定資産の減価償却累計額 

            60,766千円 

※２ 消費税等の取扱い      

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺 

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動  

負債の「その他」に含めて表示しております。 

 

※２ 消費税等の取扱い      

  同左 

※２  

     

３ コミットメントライン(借入限度額)契約 

   運転資金の機動的な調達を行うため、取引 

銀行１行と貸出コミットメント契約を締結 

しております。 

   当期末の借入未実行残高は次のとおりで 

ります。 

  貸出コミットメントの総額  500,000千円 

  借入実行残高            －  

  差引額           500,000千円 

 

 

 ３ ３ コミットメントライン(借入限度額)契約 

   運転資金の機動的な調達を行うため、取引銀行

１行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。 

   当期末の借入未実行残高は次のとおりでりま

す。 

   貸出コミットメントの総額  500,000千円 

   借入実行残高            － 

   差引額           500,000千円 

 

 

(四半期損益計算書関係) 

前第３四半期会計期間 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年６月30日) 

当第３四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日) 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産 18,001 千円 

無形固定資産 3,056 千円 

※１ 減価償却実施額        

 有形固定資産        41,833千円 

無形固定資産          15,410千円 

※１ 減価償却実施額        

    有形固定資産      24,780千円 

    無形固定資産         4,566千円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取手数料        366千円 

   新株引受権戻入      210千円 

 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

   受取利息           4,625千円 

   受取手数料           259千円 

※２ 営業外収益のうち主要なもの 

    受取利息           165千円 

    受取手数料         704千円 

    新株引受権戻入       210千円  

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

新株発行費          3,717千円 

※３  営業外費用のうち主要なもの 

   デリバティブ評価損     18,004千円 

※３ 営業外費用のうち主要なもの 

    新株発行費       19,852千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

建物除却損             6,073 千円 

     工具器具備品除却損    5,561 千円 

   移転費用         9,611千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

   工具器具備品除却損        334千円 

   ソフトウェア除却損       101千円 

   移転費用           1,820千円 

   投資有価証券評価損     73,639千円 

※４ 特別損失のうち主要なもの 

    建物除却損         6,073千円 

    工具器具備品除却損     5,561千円 

    ソフトウェア除却損     142千円 

    移転費用         9,611千円 
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

前第３四半期会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年６月30日) 

 

１.現金及び現金同等物の第３四半期末残高と四半期貸

借対照表に記されている科目の金額との関係 

(平成16年６月30日現在)

   現金及び預金勘定      1,347,184千円 

現金及び現金同等物     1,347,184千円 

 

 

  

(リース取引関係) 

前第３四半期会計期間 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年６月30日) 

当第３四半期会計期間 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年６月30日) 

前事業年度 

(自 平成15年10月１日 

至 平成16年９月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外 

のファイナンス・リース取引 

 

(1)リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及 

び期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

7,035 

千円 

351 

千円 

6,683 

合計 7,035 351 6,683 

 

(２).未経過リース料第３四半期末残高相当額 

１年内 1,366 千円 

１年超 5,328 千円 

合計 6,695 千円 

 

 

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 

支払リース料 366 千円 

減価償却費相当額 351 千円 

支払利息相当額 25 千円 

 

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

 

(５)利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件取得価格相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以 

外のファイナンス・リース取引 

 

(1)リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

 取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

13,434 

千円 

2,730 

千円 

10,703 

合計 13,434 2,730 10,703 

 

(２)未経過リース料第１四半期末残高相当額 

１年内 3,490 千円 

１年超 7,294 千円 

合計 10,785 千円 

                        

 

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

支払リース料 2,109 千円 

減価償却費相当額 2,027 千円 

支払利息相当額 141 千円 

             

 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

(５).利息相当額の算定方法 

同左 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引 

 

(1)リース取引の取得価額相当額、減価償却累計額相当額 

及び期末残高相当額 

 

 

取得価額

相当額 

減価償却

累計額 

相当額 

期末残高

相当額 

工具器具

備品 

千円 

7,035 

千円 

703 

千円 

6,332 

合計 7,035 703 6,332 

 

(２)未経過リース料期末残高相当額 

１年内 1,466 千円 

１年超 5,132 千円 

合計 6,598 千円 

                                 

 

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 

支払リース料 733 千円 

減価償却費相当額 703 千円 

支払利息相当額 53 千円 

 

                    

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 

(５)利息相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

 前第３四半期会計期間末（自 平成 15 年 10 月１日 至 平成 16 年６月 30 日） 

 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
前第３四半期会計期間末 
（平成16年６月30日） 

 第３四半期貸借対照表計上額（千円） 

(１)その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 86,880 

        合計                         86,880 

   

 当第３四半期会計期間末（平成 17 年６月 30 日現在）及び前事業年度末（平成 16 年９月 30 日現在） 

    子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

(デリバティブ取引関係) 

 前第３四半期会計期間末（平成 16 年６月 30 日現在） 

  当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

（持分法損益等） 

 前第３四半期会計期間末（平成 15 年 10 月１日 至 平成 16 年６月 30 日） 

  当社には子会社及び関連会社が無いため、該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

四半期連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 
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(重要な後発事象) 

当第３四半期会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

 (1)株式分割について 

  平成16年８月９日開催の取締役会において、株式分割を行

う決議をいたしました。その概要は次のとおりであります。

 ①平成16年11月19日付をもって普通株式１株を３株に 

  分割します。 

イ. 分割により増加する株式数 68,512株 

ロ. 分割後の発行済株式総数  102,768株 

ハ. 分割方法 

平成16年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿

に記載された株主の所有株式数を１株につき３株の

割合を持って分割する。 

 ②配当起算日 平成16年10月１日 

   また、当該株式分割が前事業年度期首に行われたと仮定し

た場合の前事業年度における１株当たり情報及び当該事業

年度期首に行われたと仮定した場合の当該事業年度におけ

る１株当たり情報については、それぞれ以下のとおりとなり

ます。 

前事業年度 当事業年度 

１株当たり純資産額 

12,342円45銭 

１株当たり当期純利益 

        3,783円54銭 

前事業年度の潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額

につきましては、新株引受権及

び新株予約権の残高がありま

すが、当社株式が非上場で店頭

登録もしていないことから、期

中平均株価の把握が困難なた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 

27,983円90銭 

１株当たり当期純利益 

           5,128円86銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 

5,049円01銭 

 
 (2)クーコムへの投資について 

  当社は、平成16年11月14日開催の取締役会におきまして、

第三者割当増資の引受及び既存株主からの株式買取りによ

り、インターネット上での旅行予約サイトを運営するクーコ

ム株式会社の株式380株を取得する決議をいたしました。 

  クーコム株式会社への出資による資本関係の構築により

「旅行」といった成長著しい新たな商品カテゴリへの参入が

可能となり、既存顧客に対する満足度の向上ならびに新規顧

客に対する集客力の拡大を目指します。 

 ①株式の取得時期  平成16年11月25日  165株  

           平成16年12月８日  215株 

 ②取得価額                285,000千円 

   ③取得後の持分比率            20.2％ 
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当第３四半期会計期間 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年６月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年９月30日) 

 

 

 

 

 

 

 

(3)新株予約権の発行について 

  平成16年12月16日開催の第５期定時株主総会におきまし

て、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、スト

ックオプションの実施等を目的として、株主以外の者に対し、

特に有利な条件をもって新株予約権を発行する決議をいたし

ました。 
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